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１．健康経営優良法人について
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⚫ 日本健康会議が「健康経営優良法人2019」を認定。

⚫ ３回目の認定となる今回は、大規模法人部門に818法人、中小規模法人部門に2,502法人が認
定され、前回から大規模法人で約1.5倍、中小規模法人部門では約３倍の認定数となった。
（令和元年8月1日現在）

「健康経営優良法人2019」の認定

3

＜「健康経営優良法人2019(大規模法人部門)」代表法人 認定証授与＞

＜「健康経営アワード2019」の様子（第2部 パネルディスカッション）＞



平成30年度健康経営度調査の概要

調査結果概要

調査名 平成30年度 健康経営度調査
（従業員の健康に関する取り組みについての調査）

調査期間 平成30年8月～10月

調査対象
国内の法人組織

（平成30年8月時点）

回答数 1,800社（法人）

（参考）前回
回答企業数 1,239社（法人） 493 573

第１回 第２回

■過去５回の回答企業数の変化

第５回(平成30年度)

80法人UP

561社(法人)UP

1,800

726

153法人UP

第３回

⚫平成30年度健康経営度調査の回答法人数は、第4回(1,239法人)から561法人増加の
「1,800法人」であった。

⚫ 回答法人のうち、上場会社は859社、非上場会社(法人)は941社(法人)であり、上場企業の回
答企業数は、第4回（718社）から141社増加した。

1,239

第４回

513法人UP
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平成30年度健康経営度調査の概要②

業種名
全回答数

（前年度）

うち上場企業
回答数

（前年度）

上場企業
対象数

上場企業回答率
（前年度）

非上場企業回答数
（前年度）

業種名
全回答数

（前年度）

うち上場企業
回答数

（前年度）

上場企業
対象数

上場企業回答率
（前年度）

非上場企業回答数
（前年度）

水産・農林業 3(2) 2(2) 11 18.2％(18.2%) 1(0) その他製品 29(28) 20(20) 110 19.1%(18.7%) 9(8)

鉱業 2(1) 2(1) 6 33.3%(14.3%) 0(0) 電気・ガス業 18(15) 17(15) 24 70.8%(62.5%) 1(0)

建設業 83(58) 45(35) 183 24.6%(19.0%) 38(23) 陸運業 36(29) 21(18) 66 31.8%(27.7%) 15(11)

食料品 56(49) 45(41) 128 35.2%(31.5%) 11(8) 海運業 5(2) 4(2) 13 30.8%(14.3%) 1(0)

繊維製品 15(10) 15(10) 55 27.3%(18.5%) 0(0) 空運業 11(5) 4(3) 5 80.0%(60.0%) 7(2)

パルプ・紙 10(10) 9(8) 26 34.6%(30.8%) 1(2) 倉庫・運輸関連業 15(11) 6(4) 39 15.4%(10.3%) 9(7)

化学 75(50) 64(47) 215 29.8%(22.0%) 11(3) 情報・通信業 235(164) 78(70) 437 17.8%(16.9%) 157(94)

医薬品 41(33) 25(22) 66 37.9%(33.3%) 16(11) 卸売業 128(81) 65(58) 335 19.4%(17.5%) 63(23)

石油・石炭製品 6(6) 4(4) 12 33.3%(33.3%) 2(2) 小売業 203(111) 56(43) 363 15.4%(12.0%) 147(68)

ゴム製品 10(7) 8(6) 19 42.1%(31.6%) 2(1) 銀行業 66(51) 52(44) 89 58.4%(48.4%) 14(7)

ガラス・土石製品 8(6) 7(5) 58 12.1%(8.6%) 1(1)
証券、商品先物取

引業
11(5) 9(4) 42 21.4%(9.5%) 2(1)

鉄鋼 13(9) 10(9) 46 21.7%(19.1%) 3(0) 保険業 37(29) 5(8) 13 38.5%(53.3%) 32(21)

非鉄金属 13(10) 10(9) 35 28.6%(25.0%) 3(1) その他金融業 27(23) 15(12) 36 41.7%(35.3%) 12(11)

金属製品 21(13) 15(10) 93 16.1%(11.0%) 6(3) 不動産業 40(34) 21(20) 132 15.9%(16.1%) 19(14)

機械 51(44) 43(40) 232 18.5%(17.2%) 8(4) サービス業 223(162) 69(53) 446 15.5%(12.8%) 154(109)

電気機器 100(78) 70(61) 258 27.1%(23.3%) 30(17) その他（医療・社会
福祉法人・官公庁

等）
120(48) - - - 120(48)

輸送用機器 72(46) 31(26) 95 32.6%(27.1%) 41(20)

精密機器 17(9) 12(8) 52 23.1%(15.4%) 5(1) 総計 1,800 859 3740 23.0%(19.5%) 941(521)

⚫ 健康経営度調査の業界回答率は業種による差は存在するものの、上場企業における回答率が3割

を超える業種が昨年度の10業種から14業種に増加した。
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⚫ 全ての都道府県において認定法人があり、もっとも認定数が多いのは愛知県の２８７法人。

「健康経営優良法人2019中小規模法人部門」の道府県別の認定数
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82

32

15
28

47
59

52

32
5441

78

4762

36

30
30

13

4

86
27

104
287

67

2851
282

136

22
13

59

1825

4617

32
13

40
23

638

24 50
8

3
305

193

都道府県名 件数

茨城県 32

栃木県 54

群馬県 41

埼玉県 78

千葉県 47

東京都 193

神奈川県 62

北海道 82

青森県 32

岩手県 15

宮城県 47

秋田県 28

山形県 59

福島県 52

新潟県 36

富山県 30

石川県 30

福井県 13

山梨県 4

長野県 86

岐阜県 27

静岡県 104

愛知県 287

三重県 67

滋賀県 28

京都府 51

大阪府 282

兵庫県 136

奈良県 22

和歌山県 13

鳥取県 18

島根県 25

岡山県 59

広島県 46

山口県 17

徳島県 13

香川県 40

愛媛県 23

高知県 32

福岡県 63

佐賀県 8

長崎県 24

熊本県 50

大分県 8

宮崎県 3

鹿児島県 30

沖縄県 5

※2019年３月３１日現在



【 大企業 等 】 【 中小企業 等 】

大企業・大規模医療法人等

健康経営度調査への回答

健康宣言に取り組む法人・事業所
(日本健康会議 宣言５)

中小企業・中小規模医療法人等

※50％ルールなし
30,000法人

健康経営優良法人
健康経営に取り組む法人・事業所

（日本健康会議 宣言４）

健康経営優良法人

⚫ 健康経営に係る各種顕彰制度を推進することで、優良な健康経営に取り組む法人を「見える化」し、従業員
や求職者、関係企業や金融機関などから「従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組んで
いる企業」として社会的に評価を受けることができる環境を整備する。

⚫ 各地域においても、自治体等による健康経営の顕彰制度が広がっている。

⚫ なお、健康経営優良法人2020より、健康経営優良法人（大規模法人部門）認定法人の中で、健康経営
度調査結果の上位500法人のみを通称「ホワイト500」として認定する。

全国規模の取組

地方自治体による表彰
・認定（登録）

自治体における取組

地域の企業等

（例）

● 青森県 健康経営認定制度
• 県入札参加資格申請時の加点
• 求人票への表示
• 県特別補償融資制度

● 静岡県 ふじのくに健康づくり推進事業所宣言
• 県によるPR
• 取組に関する相談・支援
• 知事褒章への推薦案内 等

首長による表彰

※ヘルスケア産業課調べ

健康経営に係る顕彰制度について（全体像）

健康経営銘柄
原則1業種1社

健康経営優良法人
（大規模法人部門）

通称ホワイト500
最大500法人
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健康経営優良法人（中小規模法人部門）
健康経営を全国に浸透させるには、特に地域の中小企業における取り組みを広げることが不可

欠であり、中小規模法人部門においては、個社に合った優良な取組を実施する法人を積極的に認
定することで、健康経営のすそ野を広げるツールとしている。

中小規模法人に対しては、引き続き自社の健康課題に応じた取組を実践し、地域における健康
経営の拡大のために、その取組事例の発信等をする役割を求める。

健康経営銘柄及び健康経営優良法人への期待

⚫ 平成30年度の健康経営顕彰制度の見直しを行うにあたり、選定・認定された企業や法人に期待
する「役割」を改めて整理した。今年度も継続していきたい。

健康経営銘柄
健康経営銘柄の方針は、「東京証券取引所の上場会社の中から『健康経営』に優れた企業を選

定し、長期的な視点からの企業価値の向上を重視する投資家にとって魅力ある企業として紹介を
することを通じ、企業による『健康経営』の取組を促進することを目指す」こととしている。

健康経営銘柄企業に対しては、健康経営を普及拡大していく「アンバサダー」的な役割を求め
るとともに、健康経営を行うことでいかに生産性や企業価値に効果があるかを分析し、それをス
テークホルダーに対して積極的に発信していくことを求める。

健康経営優良法人（大規模法人部門）※ホワイト500含む
健康経営優良法人の方針は、「健康経営に取り組む優良な法人を『見える化』することで、従

業員や求職者、関係企業や金融機関などから『従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的
に取り組んでいる法人』として社会的に評価を受けることができる環境を整備する」こととして
いる。

大規模法人に対しては、グループ会社全体や取引先、地域の関係企業、顧客、従業員の家族な
どに健康経営の考え方を普及拡大していく「トップランナー」の一員としての役割を求める。
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大項
目

中項目 小項目 評価項目
認定要件

銘柄・ホワイト500 大規模

１．経営理念(経営者の自覚)

健康宣言の社内外への発信（アニュアルレポートや統合報告書等での発信） 必須

①トップランナーとして健康経営の普及に取り組んでいること 必須
左記①～⑯のう
ち12項目以上

２．組織体制
経営層の体制 健康づくり責任者が役員以上

必須
保険者との連携 健保等保険者と連携

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康
課題の把握と
必要な対策の

検討

健康課題の把握

②定期健診受診率（実質100％）

左記②～⑯のう
ち12項目以上

左記①～⑯のう
ち12項目以上

③受診勧奨の取り組み

④50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

対策の検討
⑤健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定
（※「健康経営優良法人2021」の認定基準では必須項目とする）

健康経営の実践
に向けた基礎的
な土台づくりとワー
クエンゲイジメント

ヘルスリテラシーの向上 ⑥管理職又は従業員に対する教育機会の設定
※「従業員の健康保持・増進やメンタルヘルスに関する教育」については参加率（実施率）を測っていること

ワークライフバランスの推進 ⑦適切な働き方実現に向けた取り組み

職場の活性化 ⑧コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

病気の治療と仕事の両立支援 ⑨病気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み(⑮以外)

従業員の心と
身体の健康づくり

に向けた
具体的対策

保健指導 ⑩保健指導の実施及び特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み
※「生活習慣病予備群者への特定保健指導以外の保健指導」については参加率（実施率）を測っていること

健康増進・
生活習慣病予防対策

⑪食生活の改善に向けた取り組み

⑫運動機会の増進に向けた取り組み

⑬女性の健康保持・増進に向けた取り組み

感染症予防対策 ⑭従業員の感染症予防に向けた取り組み

過重労働対策 ⑮長時間労働者への対応に関する取り組み

メンタルヘルス対策 ⑯メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

受動喫煙対策 受動喫煙対策に関する取り組み
必須

取組の質の確保 専門資格者の関与 産業医又は保健師が健康保持・増進の立案・検討に関与

４．評価・改善 取組の効果検証 健康保持・増進を目的とした導入施策への効果検証を実施 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）
※「誓約書」参照

定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施、50人以上の事業場にお
けるストレスチェックの実施、従業員の健康管理に関連する法令について重大な違反をしていないこと、など 必須

健康経営銘柄2020選定基準及び健康経営優良法人2020（大規模法人部門）認定基準（案）
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健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）の認定基準（案）
大項目 中項目 小項目 評価項目 認定要件

１．経営理念(経営者の自覚) 健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診 必須

２．組織体制 健康づくり担当者の設置 必須

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康課題
の把握と必要な

対策の検討

健康課題の把握

①定期健診受診率(実質100％)

左記①～④
のうち

２項目以上
左
記
①
～
⑮
の
う
ち
７
項
目
以
上

②受診勧奨の取り組み

③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

対策の検討
④健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定
（※「健康経営優良法人2021」の認定基準では必須項目とする）

健康経営の実践に
向けた基礎的な

土台づくりと
ワークエンゲイジメント

ヘルスリテラシーの向上 ⑤管理職又は従業員に対する教育機会の設定

左記⑤～⑧
のうち

少なくとも
１項目

ワークライフバランスの推進 ⑥適切な働き方実現に向けた取り組み

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

病気の治療と仕事の両立支援 ⑧病気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み(⑮以外)

従業員の心と身体の
健康づくりに向けた

具体的対策

保健指導 ⑨保健指導の実施又は特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み

左記⑨～⑮
のうち

３項目以上

健康増進・
生活習慣病
予防対策

⑩食生活の改善に向けた取り組み

⑪運動機会の増進に向けた取り組み

⑫女性の健康保持・増進に向けた取り組み

感染症予防対策 ⑬従業員の感染症予防に向けた取り組み

過重労働対策 ⑭長時間労働者への対応に関する取り組み

メンタルヘルス対策 ⑮メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

受動喫煙対策 受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善
保険者へのデータ提供
（保険者との連携）

(求めに応じて)40歳以上の従業員の健診データの提供 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）
※誓約書参照

定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実
施、50人以上の事業場におけるストレスチェックの実施、従業員の健康管理に
関連する法令について重大な違反をしていないこと、など

必須
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第21回健康投資
WG資料より



【参考】令和元年度の健康経営顕彰制度のスケジュール（予定）

⚫ 「健康経営銘柄2020」及び「健康経営優良法人2020」に係るスケジュールは以下のとおり。

２０１９年 ２０２０年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 …

健
康
経
営

度
調
査

健
康
経
営
銘

柄
２
０
２
０

健
康
経
営
優
良
法
人
２
０
２
０

大
規
模
法
人

中
小
規
模
法
人

審査期間

認定期間
～2021年
3月31日

健
康
経
営
優
良
法
人

２
０
２
０
の
発
表

健
康
経
営
銘
柄

２
０
２
０
の
発
表
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健
康
経
営
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ホワイト500・大規模法人部門※ 中小規模法人部門東京証券取引所上場会社

※常時使用する従業員の数が ①卸売業：101人以上 ②小売業：51人以上 ③医療法人・サービス業：101人以上
④製造業その他：301人以上 の法人を「大規模法人」とする

健康経営度が上位20％である上
場企業を候補として選定

保険者と連名により
日本健康会議認定事務局へ申請

日本健康会議において認定
経済産業省及び東京証券取引

所が共同で選定

東京証券取引所において、財務指
標スクリーニングを実施

健康経営度調査の実施
経済産業省が実施する、従業員の健康管理に関する取組やその成果を把握するた
めの、「従業員の健康に関する取り組みについての調査」（健康経営度調査）に回
答。

回答結果をもとに、健康経営優良法人（大規模法人部門）
の認定基準に適合しているかの判定を受ける 自社の取組状況を確認し、中小規

模法人部門の認定基準に該当する
具体的な取組を申請書に記載

日本健康会議認定事務局へ申請

健康経営銘柄の選定フロー 健康経営優良法人の認定フロー

＊原則３３業種毎１社の選定
（該当企業がない場合、その業種からは選定なし）

協会けんぽ支部や健康保険組合
連合会支部が実施している「健康
宣言」事業に参加

⚫ 「健康経営銘柄２０２０」及び「健康経営優良法人２０２０」の選定・認定フローは以下のとおり。

⚫ 今後、申請書の変更などによりフローを見直すことがある。

認定審査

「健康経営銘柄2020」「健康経営優良法人2020」の選定(認定)フロー（予定）
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２．今後の健康経営の方向性について
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「健康経営」の広がり
⚫ 健康経営優良法人の認定法人数の増加や、健康経営度調査の回答法人数の増加から、健康

経営の普及・浸透が進んでいる。
⚫ 健康経営に関する記事掲載数等のメディア露出度を調査したところ、健康経営銘柄を初めて選定

した２０１５年３月から露出が増え始め、近年は顕著に増加していることから、メディアにおける関
心の高まりもうかがえる。

⚫ 特に健康経営銘柄の選定、健康経営優良法人の認定の直後に露出が増えていることがわかる。
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健康経営に関するメディア露出数*（月次推移）
単位：掲載記事件数

2015.3.25
健康経営銘柄

発表

2017.2.21
健康経営銘柄2017

健康経営優良法人2017
発表

2018.2.20
健康経営銘柄2018

健康経営優良法人2018
発表

2016.1.21
健康経営銘柄2016

発表

2017.8.23
健康経営優良法人2017

追加発表

*日経テレコンを用いて、「健康経営」をキーワードに記事数を検索。
検索対象媒体数：新聞168、雑誌等113
検索実施日：2018/12/07、10
検索対象期間：2013/04/01～2018/11/30



日米財界人会議の結果

⚫ 2018年11月、第55回日米財界人会議が開催され、共同声明が発表された。共同声明の中で
健康経営が位置づけられている。

⚫ 昨年度の日米財界人会議では、共同声明と各分野における付属文書が発表され、「ヘルスケア・
イノベーション」における付属文書のなかで、健康経営が１つの柱として大きく位置づけられている。

I. Global Trade and Bilateral Relations
11. The concept of “Health and Productivity Management (H&PM)” is also important to improve
productivity and maintain the innovation advantages that the U.S. and Japan currently enjoy.
H&PM can enhance corporate performance and value in capital markets by improving employees’
health, vitality and productivity, and the Councils recognize the importance of advocating for 
these concepts together with both governments and other business communities.

今年度の共同声明

Section II:  Maintaining Workforce Health and Productivity, Reducing Economic Burdens of 
Diseases, and Extending Healthy Life Expectancy 
Preventive Care and Health and Productive Management: Create incentives to promote wellness 
through preventive care measures, such as use of vaccines and health and productivity 
management initiatives inside public and private organizations through systematic process 
management and behavioral modification. 

昨年度のヘルスケア・イノベーション付属文書

15



健康経営についてのアジア太平洋金融フォーラム（APFF）との合同会議

⚫ APECの公式民間諮問団体であるABACが発足した官民パートナーシップであるアジア太平洋金
融フォーラム（APFF: Asia-Pacific Financial Forum）が主体となり、2019年１月、「健康経
営拡大に向けた金融サービスの役割」についての合同会議を実施（経済産業省、東京海上日動
火災保険株式会社共催）。APEC諸国の機関投資家含む金融機関、生命保険会社、製薬企
業、大学、政府、メディア等、約90名が参加。

⚫ 社会課題を解決する健康経営を含むヘルスケアの金融機関によるアプローチについて、意見交換を
行った。今後も健康経営が資本市場で評価される仕組みの構築に向けて取り組みを継続する。

アジア太平洋金融フォーラム（APFF）について

開催日 2019年1月28日

テーマ 健康経営拡大に向けた金融サービスの役割につ
いて

アジェンダ Session 1：APEC諸国が直面する非感染性疾患や高
齢社会における経済的・社会的課題につ
いて

Session 2：ヘルスケアの課題に対する保険会社に
よる革新的な取り組み

Session 3：大企業や中小企業が進める健康経営を
促進するための金融市場によるサポート

Session 4：革新的なヘルスケア金融メカニズム

16



（出所）B20 Tokyo 2019のHP http://b20tokyo.org/documents/pdf/Joint_Recommendations_eng.pdf

B20の取組：経済のインフラとしての健康

⚫ 2019年3月に開催されたB20 Tokyo Summitの共同声明において、健康経営（Health and 
Productivity Management）が一つの重要なトピックとして取り上げられた。
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(4) Support business' voluntary 
initiatives to promote health and 
productivity management

Improving employees’ health and 
vitality can enhance not only 
corporate performance and value 
in capital markets but also extend 
healthy life expectancy in ageing 
societies and promote social 
inclusion. The G20 is expected to 
support businesses’ voluntary 
initiatives to promote health and 
productivity management.



健康経営をテーマにしたG20保健大臣会合関連イベントの開催
⚫ 2019年7月1日～2日に開催されるG20保健大臣会合ワーキンググループの前日（6月30

日）に健康経営に関する民間主催のイベントとして、” G20 Officials and Industry 
Round Table on Health and Productivity Management and Value Based 
Healthcare”を開催（健康経営研究会及びGlobal Health and Human Resources 
Knowledge Partnershipが主催）。

⚫ G20の政府関係者を招き、健康経営を始めとした予防や健康の分野における重要性を日本から
発信し、意見交換等を行った。

イベント概要

日時 2019年6月30日（日）16:00~19:00

場所 大手町 3×3 lab future

主催 健康経営研究会及びGlobal Health and Human 
Resources Knowledge Partnership

後援 経済産業省、厚生労働省、経団連、B20Japan、Global 
Business Coalition、米国商工会議所、在日米国商工会議所

アジェンダ ●健康経営の取組、健康経営の資本市場における評価等
●value-based healthcare

参加者 民間企業参加者：健康経営研究会の会員企業や製薬企業
や生命保険会社をはじめとした各国の民間企業や業界団体など

アカデミア参加者：ハーバード大学公衆衛生大学院教授など
海外政府関係者：アメリカ、ドイツ、オーストラリア、サウジアラビ

ア、中国、ブラジル、カナダ、シンガポール
※G20のofficialにG20メーリングリストを通じて声かけを実施
日本政府：経済産業省・厚生労働省
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Governance (G) 
•executive pay

•bribery and corruption

•political lobbying and donations

•board diversity and structure

•tax strategy

ESG投資における健康経営の位置づけ

⚫ 近年世界的に機関投資家がESG（環境・社会・企業統治）を投資判断に組み入れる動きが浸透。
⚫ ESGを含む「国連責任投資原則（PRI）」がその動きを推進している。
⚫ 健康経営は従業員の健康や活力を向上させる中長期的な取り組みであり、ESGにおける”S”や”G”に位置づけ

られる。

１．私たちは、投資分析と意思決定のプロセスにESG課題を組み込みます
２．私たちは、活動的な所有者となり、所有方針と所有習慣にESG問題を組入れます
３．私たちは、投資対象の企業に対してESG課題についての適切な開示を求めます
４．私たちは、資産運用業界において本原則が受け入れられ、実行に移されるよう働きかけを行います
５．私たちは、本原則を実行する際の効果を高めるために、協働します
６．私たちは、本原則の実行に関する活動状況や進捗状況に関して報告します

Environmental (E) 
•climate change

•greenhouse gas (GHG) emissions

•resource depletion, including water

•waste and pollution

•deforestation

Social (S) 
•working conditions, including slavery and child 

labour

•local communities, including indigenous 

communities

•conflict

•health and safety

•employee relations and diversity

PRIの６原則

ESGの要素

（出所）UNPRI Webサイト
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⚫ アクサ(AXA)グループ及びアクサ生命保険では、投資先企業のESGの状況を評価して投資判断に
組み入れており、ESG評価の一項目として健康経営への取り組みを採用している。

（出所）2019年1月8日付アクサ生命プレスリリースより

ESG投資における健康経営の位置づけ（アクサ(AXA)グループ及びアクサ生命保険）
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⚫ 経済産業省では、昨年11月「SDGs経営／ESG投資研究会」を立ち上げ、大企業・ベンチャー企
業のCEO、投資家、大学の長を委員とし、国際機関の長らの参加も得ながら、議論を実施。

⚫ 国内外のSDGs経営の成功事例に焦点を当てつつ、いかにして企業がSDGsを経営に取り込んで
いくか、また、投資家はどのような視座でそれを評価するのかなどについて、議論を深め、本年6月に
「SDGs経営／ESG投資研究会報告書」を取りまとめた。

⚫ 当該報告書における「政策提言」において、課題の一つである「長期視点の企業経営の推進」とし
て、「人材投資、健康経営・ダイバーシティ経営の推進」を取り上げている。

⚫ 引き続き、健康経営をESGに係る取組の一つとして位置づけ、国内外の投資家向けに発信してい
くと同時に、健康経営度調査結果等、日本国内のデータを産官学で分析していく。
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2.2. 人材投資、健康経営・ダイバーシティ経営の推進

研究開発等の知的資本投資や人材投資、環境や社会的資本に対する投資等、無
形資産投資が企業の価値創造において重要性を増す中で、日本企業のGDPに占め

る無形資産投資の比率は欧米に比べて低い水準にとどまっている。無形資産への投
資は、SDGs経営から価値を生み出すための重要な要素であるとともに、人材や企業
を取り巻く環境・コミュニティへの投資はそれ自体SDGs達成につながる。

この点、人材については、リカレント教育の見直しや不断のスキルアップの必要性
等を踏まえ、企業による人材投資や多様性確保に向けた政策が求められている。
「人生100年時代」を見据え、企業の健康経営の一環としての「健康投資」の見える化
と投資促進もそのような取組の一つである。

それぞれの無形資産への投資促進に向けた取組を進めつつ、「価値協創ガイダン
ス」や関連するガイダンス（ダイバーシティ2.0行動ガイドライン等）も活用しながら、統
合的に無形資産投資を捉え、SDGs経営の実践につながるよう施策を講じていくことが
期待される。

出典：https://www.meti.go.jp/press/2019/06/20190628007/20190628007.html

「SDGs経営／ESG投資研究会報告書」における言及
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リスクの低減 成長機会の獲得

心身の健康維持

事故・労災
リスク低減

生産性低下
リスク低減

顕彰等による
「見える化」

組織の活性化

仕事満足度
エンゲージメント向上

離職率低下
優秀な人材確保

企業イメージ向上

商品ブランド
顧客満足度向上

企業業績向上/企業の持続的成長

⚫健康経営の推進を通じて、企業は事故・労災リスクや生産性低下リスクを低減させるととも
に、離職率の低下や、企業イメージ向上による成長機会を獲得することが可能。

ESG投資における健康経営の位置づけ（健康経営によるリスクの低減と成長機会の獲得）
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健康経営と企業業績の関係性①

⚫ 日本経済新聞グループが推進している日経Smart Workプロジェクトの一環として、日本経済新聞社と日本
経済研究センターが共同で運営し、学識経験者等が参画する「スマートワーク経営研究会」が行われており、
平成30年6月に中間報告として「働き方改革と生産性、両立の条件」という調査レポートを発表。

⚫ このレポートの中で、スマートワーク経営調査の個票データをパネルデータ化し、健康経営を含む働き方改革に
関する施策と企業の利益率との関係を検証したところ、健康経営については、ROA（総資産経常利益率）と
ROS（売上高営業利益率）のいずれでも、実施の少し後に利益率が上昇している状況が見られるため、健
康経営を実施することでラグを伴って利益率が上昇するプラスの効果が現れる可能性が示唆されること、また、
健康経営による効果はすぐ顕現化せず、2年のラグを伴うということが報告されている。

⚫ 以下の図は、健康経営施策について、①施策を実施していない企業群の2011~2016年の利益率の推移、
②2008~2010年に実施した企業群の2011~2013年の利益率の推移、③2011~2013年に実施した
企業群の2013~2016年の利益率の推移をROA、ROS別に分けて比較したもの。

（出所）日経Smart Workプロジェクト「スマートワーク経営研究会」中間報告「働き方改革と生産性、両立の条件」（2018年6月）



健康経営と企業業績との関係性②

⚫ 平成30年度健康経営度調査の結果から、健康経営と企業業績との関係を調査。
⚫ ①健康経営度調査に回答した企業全体の総合得点加重ポートフォリオ、②健康経営度調査上位

20％企業の総合得点加重ポートフォリオを、2014年3月末から保有した場合、TOPIX指数と比較
すると5年間で30%程度の超過リターンが示された。

⚫ 超過リターンのうち、業種要因（業種特有の事情による変動）とスタイル要因（景気による変動）を
除いた『銘柄固有リターン』は上向きになっていることから、健康経営を推進する企業は、『レジリアンス
（耐久性）』が高いという示唆が得られた。
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健康経営と企業業績との関係性③

⚫ 健康経営を開始した年を「０」とした際の、5年前から5年後までの売上高営業利益率の業種相対ス
コア（業種内において健康経営を推進した企業の利益率が相対的に高いか低いかを把握する指
数）の平均値を比較。

⚫ 健康経営を開始する前の5年以内では、売上高営業利益率の業種相対スコアは負を示し、業種相
対で利益率が低い状況であることを反映している一方で、健康経営を開始した後の5年間では、業
種相対スコアは正の値を示す傾向にあった。

健康経営開始前後の5年以内の売上高営業利益率の業種相対スコア

注：健康経営を始めた時点を0とした前後の最長5年以内の売上高営業利益率の業種平均スコアの平均値、5年前より後に健康経営を始めた場合はサンプルは無いとする

N=475



⚫ 健康経営度調査を分析すると、健康経営度の高い企業の方が離職率は低い傾向。
⚫ 2017年における全国の一般労働者の離職率と比較しても低い傾向。

※離職率の全国平均は「厚生労働省 平成29 年雇用動向調査結果の概況」に基づく。（ただし健康経営度調査の回答範囲と異なる可能性がある）
※離職率=正社員における離職者数の設問/正社員数を各社ごと算出し、それぞれの企業群で平均値を算出
※ なお、離職率に関する設問は健康経営度調査の評価には含まれていない。

健康経営をしている企業では離職率が低い

2.7

3.8
4.6

11.6
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2

4

6

8

10

12

健康経営銘柄2018 健康経営優良法人2018 健康経営度調査

回答企業平均

（参考）全国平均

%

健康経営銘柄、健康経営優良法人における離職率
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健康経営に積極的な企業の健康投資

社員一人当たりの保健事業費
（2017年度）

15107
16150

21358

0

5000

10000

15000

20000

25000

健康経営度調査

回答企業全体

中央値

健康経営優良法人

中央値

健康経営銘柄

中央値

20501

23317

0

5000

10000

15000

20000

25000

全国平均 健康優良法人平均

※法定外福利費における健康投資に含まれる内容は、経団連調査と健康経営度調査で必ずしも一致しない
（出典）経団連「福利厚生費調査結果報告」、健保連「健保組合決算見込」、健康経営優良法人のデータは健康経営度調査回答内容から経済産業省作成

社員一人当たりの
法定外福利費における健康投資額

（2017年度）

社員一人当たりの保健事業費
（2017年度）

⚫ 「健康経営」を積極的に実施している「健康経営優良法人」は、その他の企業と比較すると
社員の健康に対する投資額が大きい。

（円）
（円）



健康経営を支える商品・サービス企業

今後の民間連携に対する期待（大企業の健康経営）

⚫ 主に大企業における健康経営の更なる普及と質の向上のため、以下の二つの取組を検討。
① 健康経営をマネジメントする商品・サービスのうち、近年参入企業が拡大している健康経営をマネジ

メントする主体について、こうした企業の状況を把握し、マネジメント業務の品質向上に向けた自主
的な事業環境の整備を行っていくことを促す。こうしたマネジメント主体が中核となることで、健康経
営を支えるサービス等による企業経営等への効果やインパクトについて評価・分析を行う実証フィー
ルドの場の醸成や、健康経営に取り組む企業や保険者への効率的な事業展開などが期待される。

② 複数の企業・保険者間のコンソーシアムで必要な情報・データの共有を行うことができるよう、実証
事業の在り方を検討する。

健康経営をマネジメント
する主体等による
事業環境の整備

企業

コラボヘルス

保険者

企業

コラボヘルス

保険者

企業

コラボヘルス

保険者

企業

コラボヘルス

保険者

企業

コラボヘルス

保険者

企業

コラボヘルス

保険者

企業

コラボヘルス

保険者

健康経営に取り組む

企業・保険者のコン
ソーシアム

健康経営に取り組む

企業・保険者のコン
ソーシアム

＜健康経営をマネジメントする主体を中核とした連携のイメージ＞
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健康経営をマネジメントする主体等に関する状況把握
⚫ 企業や保険者が進める健康経営をマネジメントする主体のマネジメント業務の品質向上に向けた

自主的な事業環境の整備を行っていくべく、今年度、現在ある健康経営マネジメント主体を洗い出
し、アンケート調査やヒアリング等を通じて、具体的なサービス内容や支援する健康経営に取り組む
企業の傾向、健康経営マネジメント主体における品質基準について把握する。

⚫ そのうえで、健康経営マネジメント主体における品質基準の素案を作成。今後、それをもとにした健
康経営をマネジメントする主体による自主基準や民間認証に期待。

健康経営コンサルのサービス例

健康経営における
課題把握

健康経営の
施策検討

健康経営の
実行支援

健康経営施策の
効果分析・評価

• 健康経営度診断システム
• 健康データの見える化支援

（健診データ管理サービ
ス）

• 施策提案のコンサルティング
サービス

• ストレスチェック代行
• 産業保健事業の代行
• 出張セミナーの実施
• アプリ/デバイスの提供

• 評価改善に関するコンサル
ティングサービス

• プログラムの効果検証

サ
ー
ビ
ス
例

【H社】：康経営分析サービス、 Health Data Bank（健診データ管理）、健診業務代行、歩数や体重を記録するアプリ「KENPOS」、ストレスチェック支援、健康インセン
ティブ、健保設立コンサルティング、健康経営認定支援サービス、コラボヘルス研究会
【I社】：健康経営推進事業の認定サポート、健康経営推進事業の企画・立案、健康関連セミナーの開催立案と講師派遣、健康増進支援ツールの開発提供、プログラムの
効果検証と改善提案
【J社】：健康経営推進度の把握、体制の整備、健康課題の可視化、施策の実施、評価

【C社】：
健康経営サポートサービス：セミナー、置きサプリ、行動変容アプリ
【D社】：
健康情報管理、過重労働対策、ストレスチェック、産業医との連携、
健康診断業務を効率的に行うためのサポートサービス

企
業
事
例

• 健康経営優良法
人認定支援

（申請書の作成支
援）

その他

【E社】：テンプレート一式
＋コンサルティング1回＋
助成金相談等

★テンプレートの提供
等、優良法人の認定

取得を目的とした、“楽
に認定を取らせる”サー
ビスも出てきている。

【A社】：
現状把握のための健診データ・アンケート・ストレス
チェック等のデータ分析、会社・組織・個人単位での
健康リスクの「見える化」、健康メニューの提供
【B社】：
活動評価、アクションアイテムの整理、計画策定

【F社】：職場の健康づくり支援（ヒアリング、改善提案、企画立案、計画作成、プロモーション
支援、専門スタッフによる（運動）プログラムの提供、実践、ツールの提供）
【G社】：独自のアプリ活用等により取得したデータを基に健康増進に資する施策の実施提案、
施策の有効性を検証・改善



健康経営施策の改善• KPIの達成状況を把握
• 健康投資額と照らし

投資対効果を分析

健康管理会計ガイド
ラインに基づき
健康投資額を把握

健康投資管理会計ガイドラインの概要、目的①

⚫ 健康投資管理会計ガイドラインを作成する目的は以下のとおり。

① 自社内で健康経営の投資対効果を分析、評価するため（全ての企業等が対象）

② 適切な情報開示方法の環境整備を行うことで健康経営が資本市場に評価されるようにするた
め（主に上場企業が対象）

⚫ ガイドラインは企業に義務として課すものではなく、あくまで企業が自主的に取り組むもの。なお、投
資が多ければ多いほど良いというような見え方にならないよう留意が必要。

⚫ 今年度については健康経営度調査のアンケート項目において健康投資額についての設問等を充
実させ、当該結果も踏まえつつ9月から委員会を立ち上げてガイドラインに反映させていく。

企業等における健康管理会計ガイドラインを用いたプロセス（イメージ）

• 健康経営を実践して
達成したい目標(KPI)
の設定

• 健康経営施策の実施
（＝健康投資）

投資対効果の結果を
踏まえ情報開示や
投資家等と対話

30

健康経営の実践 健康投資額の把握 取組の評価 改善・対話



健康投資管理会計ガイドラインの概要、目的②

⚫ 健康投資の現状を把握するための健康経営度調査におけるアンケート項目を設定するうえで、投
資対効果の考え方の暫定案として、以下の枠組みを設定。引き続き9月以降議論していく。

健康投資 効果

アウトプット②：生活習慣の改善
（指標例）睡眠時間、食生活、運動習慣比率、喫煙率

アウトプット①：取組状況の改善・向上
（指標例）受診率、従業員参加率、参加満足度、施策認知度、残業時間

将来的なインパクト

取
組
の
評
価

組織パフォー
マンス向上

（指標例）
エンゲージメントサー
ベイ結果、離職率/
休職率（疾病やメン
タルヘルス、その予
防のための消極的な
理由を想定）、休職
者の職場復帰率

外部からの
評価の向上
（指標例）
メディア露出
度、就活生
ランキング、
就活応募者数、
顧客満足度

企業の健康資本
（長期視点）

（指標例）
アウトカム①～③を
合わせた指標

企業の利益を稼ぐ力
（短期視点）

（指標例）
株価、売上高、利益率

社会にとっての
利益

（指標例）
日本全体の医療費・
介護費、健康寿命

空間投資
健康経営を目的
とした設備投資

時間投資
社内のリソースを
使って健康経営に
取り組むこと

外注
時間投資、空間投資

以外の投資

（例）
産業医・保健師
等の人件費、健
康経営担当者
人件費や業務
時間、セミナー
や保険指導参
加人数や参加
時間、トレーナー
等講師費用

健康状態/労働生産性の
改善

（指標例）
肥満率比率等ヘルスチェック、
健保における医療費、アブセン
ティーイズム（疾病やメンタル
ヘルスによる欠勤日数）/プレ
ゼンティーイズム（アンケートに
よる生産性）

アウトカム① アウトカム③

※ハイリスクかポピュレーションかによって、アウトプット・アウトカムとの対応が存在しうる。

１．健康経営の体制整備や制度
整備

２．健康リテラシーの向上の
取組

３．心身の健康のための取組
①ハイリスクアプローチ

②ポピュレーションアプローチ

（例）
検診・健診、予防接種、ストレスチェ
ック、健康経営コンサル、健康データ
システム導入、相談窓口の設置

（例）
社内クリニッ
クの整備、ジ
ム・健康的な
社員食堂・仮
眠室等の設置

（例）
社内報やちらし作成、健康情報ア
プリ導入

（例）
健康的な食事提供への補助、運
動会やコミュニケーション促進のた
めのイベント開催、ウェアラブルデ
バイス導入

（例）
保健指導の実施、メンタル不調の
従業員ケア、ウェアラブルデバイス
導入

アウトカム②

※指標例については、各法人にとって取り組みやすいものから取り組むことが肝要。 52
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【参考】企業における健康投資（外注）の具体例

⚫ 企業による健康投資は、健康経営コンサルの契約、従業員へのウェアラブル端末や健康アプリの支
給等が含まれる。

企業E
11,980円

集中状態を把握する
眼鏡型ウェアラブルデバイス
企業F
27,300円/個

企業A 一人当たり600円～1200円

ジム

ウェアラブル

健康セミナー

健康的な生活奨励診断・検診関係

健康コンサル

全体戦略・管理

企業D（法人会員）
入会金150万円、年間費60万円
※会社としてジム奨励する場合無料

法定外検診

人間ドック

エンゲージメントサーベイ
人間ドック
40,000円

企業B
一人当たり300円～

メンタルヘルス 分析・介入

がん検診 等

企業H 一人当たり約700円～

企業G
1回15万円～

オンライン医療相談

企業C オンライン産業医サービス
月額2万円～

産業医
（外部委託）
一人当たり3000円以上

病気からの復職支援

企業H 一人当たり約700円～

※各サービスの価格は経済産業省のヒアリング結果に基づき記載
（※）企業Hは複数のサービスを約700円～実施。

１．健康経営の体制整備や制度整備

２
．
健
康
リ
テ
ラ
シ
ー
の

向
上
の
取
組

３
．
心
身
の
健
康
の
た
め
の
取
組



３．中小企業への健康経営の普及について
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・７割の商工会議所で健康経営に関する取り組みを実施。

・商工会議所自体が健康経営に取り組む事例が増えており、26商工会議所が「健康経営優良法人」として認定。

中小企業における健康経営の推進（日本商工会議所の取り組み）

主な取り組み内容

東京都商工会議所連合会、協会けんぽ、健康
保険組合連合会等、13団体による協定を締結

■日本健康会議が２６商工会議所を「健康経営優良法人2019」として認定

商工会議所の取り組み状況

※日本商工会議所より資料提供

何らかの取り

組みをしている
70%

何らかの取り

組みをしていた

が、今はしてい

ない
3%

今後、何らかの

取り組みを検

討
12%

特に何も実施

せず、今後も予

定はない
15%

「商工会議所の健康経営に関する調査」概要

○調査期間 ２０１８年８月２９日～９月２１日

○調査期日 ２０１８年３月末時点

○調査対象 全国５１５商工会議所

○有効回答数（率） ３７５（７２．８％）

■健康づくりに向け、協会けんぽ等との連携協定を締結
28商工会議所連合会、11商工会議所が締結（2019年２月末現在）

【商工会議所】
さいたま、松本、静岡、浜松、沼津、
三島、下田、伊東、熱海、藤枝、白山

【商工会議所連合会】
北海道、青森、岩手、宮城、福島、新潟、富山、
石川、栃木、群馬、千葉、東京、愛知、福井、
滋賀、兵庫、鳥取、島根、岡山、広島、山口、
徳島、香川、愛媛、高知、熊本、宮崎、佐賀

日本商工会議所 伊那商工会議所 （長野県） 北大阪商工会議所 （大阪府）

苫小牧商工会議所（北海道） 太田商工会議所 （群馬県） 尼崎商工会議所 （兵庫県）

花巻商工会議所 （岩手県） 川口商工会議所 （埼玉県） 和歌山商工会議所 （和歌山県）

横手商工会議所 （秋田県） 三島商工会議所 （静岡県） 岡山商工会議所 （岡山県）

湯沢商工会議所 （秋田県） 富士商工会議所 （静岡県） 津山商工会議所 （岡山県）

大曲商工会議所 （秋田県） 藤枝商工会議所 （静岡県） 玉野商工会議所 （岡山県）

会津若松商工会議所（福島県）豊橋商工会議所 （愛知県） 井原商工会議所 （岡山県）

高岡商工会議所 （富山県） 蒲郡商工会議所 （愛知県） 備前商工会議所 （岡山県）

松本商工会議所 （長野県） 高槻商工会議所 （大阪府）

中小規模法人部門（26商工会議所）

・商工会議所でも積極的に職員の健康づくりに取り組み、26商工会議所が健康経経営
優良法人2019に認定
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中小企業における健康経営の推進（日本商工会議所の取り組み）

会員企業向けに健康経営や従業員の健

康づくりに関するセミナーを実施。

これまでは、大学教授や管理栄養士等

の専門家が登壇することが多かったが、

昨今では健康経営優良法人の認定を受

けた企業の経営者や人事担当者が登壇

するケースが増えている。

会員企業の事業主、従業員、そのご

家族の方の健康管理を目的として、

健診機関と提携し、労働安全衛生法

に定められた定期健康診断や、生活

習慣病健診、腹部・胃部の専門健診

等の各種健診を実施。

■セミナー・講演会

■各種健康診断

各地で実施されている様々な健康診断

日本商工会議所が発行している情報

誌「石垣」や「会議所ニュース」をはじめ

とする、各地商工会議所発行の会報

や新聞、メルマガ等の媒体で健康経営

に関する情報提供を行っている。

■情報提供

■健康経営アドバイザー制度

健康経営を特集した月刊「石垣」平成30年1月号

○各地の地銀・信金による低利融資

協会けんぽの健康宣言事業と連携した企業による従業員の健康増進

に係る取り組みに対し、各地商工会議所で会頭・副会頭を務める地銀、

信金等が低利融資などのインセンティブを付与し、地域企業の健康経

営を促進。

○日本商工会議所の保険「業務災害補償」の保険料を減免

日本商工会議所が東京海上日動火災保険

株式会社と包括契約し、全国の商工会議所

会員が割安な掛金で加入できる団体保険。

従業員が被った業務上の災害をカバーする

「業務災害総合保険」において、「健康経営

優良法人」の認定を受けた法人に対して、

2017年４月１日開始契約より 5％の割引

（健康経営優良法人認定割引）を適用。

■健康経営の推進に関連するインセンティブ措置

日商の保険制度で保険料を減免

健康経営に取り組みたい中小企業に対する支援を
行う専門家の育成を目的とする制度。経済産業省、
東京商工会議所が制度化に向けた検討を行い、
2016年に創設。東京商工会議所が研修プログラム
を実施、アドバイザーを認定している。2019年２月
末時点で、12,107名が健康経営アドバイザーに
認定された。

主な取り組み内容

バラエティに富んだセミナー・講演会

※日本商工会議所より資料提供



中小企業における健康経営の取り組み事例

健康経営ハンドブック

中小企業における健康経営の普及・促進のため、中小企業の健康経営の実践事
例や、健康経営に取り組む企業へのインセンティブ情報等をまとめた「健康経営ハン
ドブック」が、東京商工会議所より発行されています。
（経済産業省HP「健康経営の推進」のページにおいて掲載中）

株式会社浅野製版所

「健康経営ハンドブック2018」

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/
kenkoukeiei_handbook2018.pdf

経済産業省HP ＞政策について＞政策一覧＞ものづくり/情報/サービス＞
ヘルスケア産業＞健康経営について＞健康経営の推進 「２．健康経営関連資料等」

平成30年7月25日に首相官邸で開催された「健康・医療戦略本部（第二十二
回）」において、「健康経営優良法人」認定法人である株式会社浅野製版所が、
中小企業における健康経営の取組事例についてプレゼンテーションを行いました。
健康経営の推進を推進する中小企業の優良事例としてご参照ください。
（経済産業省HP「健康経営の推進」のページにおいて掲載中）

株式会社浅野製版所「中小企業における健康経営の取組事例」

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles
/20180725_asanoseihansyo.pdf

経済産業省HP ＞政策について＞政策一覧＞ものづくり/情報/サービス ＞
ヘルスケア産業＞健康経営について＞健康経営の推進「４．その他」
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健康経営アドバイザー制度について①

⚫ 東京商工会議所が2016年度に創設した健康経営アドバイザーは、2018年度1万人を超える登録数となった。
⚫ 2018年度には更なる実践支援が可能な専門人材として健康経営エキスパートアドバイザーを設立。

健康経営の「普及者」

ヘルスケア企業関係者・
生保・損保など金融機関担当者 等

健康経営アドバイザー
健康経営の普及・啓発を通じて、

企業の具体的な取り組みを推進する

受講

健康経営の「実践者」

中小企業経営者
人事・労務担当者 等

健康経営の「実践支援者」

社会保険労務士
中小企業診断士

医師／保健師／看護師
労働衛生コンサルタント

管理栄養士
健康運動指導士
等の有資格者

そのほか、所定の実務経験者
（保険者・ヘルスケア産業等関係者）

健康経営エキスパートアドバイザー
（２０１８年１０月１５日リリース）

健康経営に取り組む企業に対して、専門的見地から、課
題発掘・提案、実践支援が可能な専門人材を育成

受講

【カリキュラム】
✓ 健康経営をとりまく背景
✓ 健康経営のメリット（攻めと守り）
✓ 健康経営実践の基本的ポイント
✓ 健康経営にかかる評価制度
✓ 企業の取り組み事例

2016年度 7,335人

2017年度 8,907人

2018年度 12,512人

第1回認定 223人

第2回申込 548人

中小企業

【特長】
✓ 基礎知識を体系的に学べる
✓ テキスト内容を大幅に充実

（エキスパートアドバイザーと共通テキスト
に）

✓ 利便性の高いＥラーニング受講
✓ 講義時間は約９０分
✓ 決済手段を多様化し利便性向

（クレジット、コンビニ払い）

普及・
啓発

実践
支援

【特長】
✓ 健康経営全般に関する「知識確認テス

ト」の合格者で「ワークショップ」を実施
✓ ワークショップでは、様々な専門家と共に

ケースを用いたグループワークを行い、健
康経営支援のスキルアップを目指す

37※東京商工会議所より資料提供



健康経営アドバイザー制度について②
⚫ 2019年2月に第１回の健康経営エキスパートアドバイザーを認定。
⚫ 希望する認定者については、2019年7月17日より東京商工会議所・健康経営倶楽部のサイトにて、都道府県

別に認定者情報の掲載を開始。
⚫ アドバイザーの支援を希望する企業や健康経営の推進を図る地方自治体等による活用を想定。また同時に、サ

ポートが足りていなかった地域を見える化することで今後アドバイザーが増えていくことを期待。

38※東京商工会議所より資料提供

【掲載情報】
氏名、ふりがな、所属
ホームページへのリンク
保有資格（アドバイザー除く）
コメント



⚫ 健康経営優良法人認定制度や、協会けんぽの健康宣言事業と連動した自治体による表彰制度、
地銀、信金等による低利融資など、「企業による従業員の健康増進に係る取組」に対し、インセンティ
ブを付与する自治体、金融機関等が増加している。

中小企業における健康経営の推進（地域のインセンティブ措置）

人財活躍応援融資“輝きひろがる”
「健康経営優良法人」等の認定を取得している中小企業者に対し、銀行

所定金利より一律年▲0.10％の融資を実施。（平成28年12月）

池田泉州銀行
「業務災害総合保険（超Ｔプロテクション）」
従業員が被った業務上の災害をカバーする保険商品において、「健康経営

優良法人認定割引」として5％の割引を適用。（平成29年３月）

東京海上日動火災保険(株)

健康・働き方応援保証“はつらつ”
「健康経営優良法人」等の認定を取得している中小企業者に対し、事業資

金について基準保証料率から最大20％の割引を実施。（平成29年12月）

栃木県信用保証協会

団体３大疾病保障保険「ホスピタＡ（エース）」
３大疾病を保障する団体保険において、「健康経営優良法人」に対して健

康経営割引プランを適用し、保険料を2％割引。（平成30年４月）

住友生命保険相互会社

建設工事競争入札参加資格における等級格付け
「健康経営優良法人」認定を受けている市内業者に対して、５点の加点評

価。（平成29年１月）

北海道岩見沢市
長野県中小企業融資制度「しあわせ信州創造枠」
「健康経営優良法人」等の認定を受けている中小企業の運転資金の貸付

利率を0.2％引下げ。（平成29年４月）

長野県

建設工事における総合評価落札方式の加点評価
「健康経営優良法人」認定を受けている事業者に対して、100点満点中１.

０点の加点評価。（平成30年4月）

長野県松本市

①金融機関・民間保険等が提供するインセンティブ（取組数：５９） 融資優遇、保証料の減額や免除

②自治体などによる認定表彰制度（取組数：７５） 自治体など独自の健康経営企業認定・県知事による表彰

③公共調達加点評価（取組数：１２） 自治体が行う公共工事・入札審査で入札加点

④自治体が提供するインセンティブ（取組数：１３） 融資優遇、保証料の減額 ・奨励金や補助金

⑤求人票への記入（取組数：９） ハローワーク等で求人資料にロゴやステッカーを使用

中小企業向け制度資金「地域産業振興資金」
「健康経営優良法人」等の認定を受けている中小企業・小規模事業者に

対して特別利率・保証料率により融資。（平成29年４月）

大分県

＜「健康経営優良法人」に対する優遇措置（一例）＞

※平成31年3月時点 34



自治体における健康経営等顕彰制度に関する調査結果

⚫ 自治体における健康経営や健康づくりに関する顕彰制度の広がりを受け、各地の顕彰制度内容、課題
等を把握するために、都道府県・市及び特別区、計862の自治体へアンケート調査を実施。

⚫ 調査の結果、71自治体にて75の顕彰制度が実施されている。

①健康経営に関する顕彰制度を実施している都道府県：23

②健康づくりに関する顕彰制度を実施している都道府県：19

③健康経営に関する顕彰制度を実施している市・特別区：13

④健康づくりに関する顕彰制度を実施している市・特別区：20 調査結果概要

調査概要
地方自治体を対象とした健康経営
又は健康づくりに関する顕彰制度の
実施状況等に関するアンケート調査

調査期間 平成30年11月1日～30日

調査対象

全国の都道府県、市及び特別区
✓ 都道府県：４７
✓ 市：７９２
✓ 特別区：２３
✓ 計：８６２

回答数 ５３０（回答率６１％）

実施数 ７１自治体（７５制度）

：健康経営等顕彰制度を実施している都道府県

：健康経営等顕彰制度を実施している市・特別区
（同一都道府県にて複数の市・特別区が顕彰制度を実施している場合
についても★のプロットは1つ）

★

★

★

★

★

★★

★
★ ★★★

★
★

★★

★

★★★

★

★
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自治体における健康経営等顕彰制度に関する調査結果②

⚫ 健康経営等顕彰制度の一覧は下記のとおり。

都道府県 市町村 健康経営等顕彰制度名称

北海道 - 北海道知事表彰「優良がん対策推進企業」

青森県 - 青森県健康経営認定制度

青森県 青森市 あおもり健康づくり実践企業認定制度

青森県 弘前市 「ひろさき健やか企業」認定制度

青森県 むつ市 むつ市すこやかサポート事業所認定事業

秋田県 - 健康づくり推進事業者等表彰

秋田県 大館市 大館市健康づくりチャレンジ事業所認定事業

岩手県 - いわて健康経営事業所認定制度

山形県 - やまがた健康づくり大賞

宮城県 - スマートみやぎ県民会議優良会員制度認定制度

宮城県 -
宮城県健康づくり優良団体表彰制度
～スマートみやぎ県民表彰～

宮城県 仙台市 仙台「四方よし」企業大賞

宮城県 仙台市 仙台すたいるアップ事業所登録

福島県 - ふくしま健康経営優良事業所認定・表彰制度

新潟県 - 元気いきいき健康企業登録事業

新潟県 新潟市 新潟市健康経営認定制度

群馬県 前橋市 まえばしウエルネス

栃木県 宇都宮市 宇都宮市健康づくり事業者表彰

茨城県 - いばらき健康経営推進事業所

埼玉県 - 埼玉県健康経営認定制度

埼玉県 さいたま市 さいたま市健康経営企業認定制度

埼玉県 飯能市 飯能市健康づくり宣言

都道府県 市町村 健康経営等顕彰制度名称

千葉県 千葉市 千葉市健康づくり推進事業所

東京都 豊島区 豊島区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度

東京都 杉並区 杉並区健康づくり表彰

神奈川県 - CHO構想推進事業所登録

神奈川県 横浜市 横浜健康経営認証制度

神奈川県 大和市 大和市企業活動振興条例に基づく健康企業奨励金

静岡県 - ふじのくに健康づくり推進事業所宣言

静岡県 - 健康づくり活動に関する知事褒賞

静岡県 掛川市 かけがわ健康づくり実践事業所認定事業

長野県 -
働き盛り世代の「健康づくりチャレンジ大作戦」
グランプリ2018

石川県 - いしかわ健康経営優良企業表彰

石川県 金沢市 金沢市はたらく人にやさしい事業所表彰

富山県 - とやま健康経営企業大賞

富山県 魚津市 健康づくりがんばり隊

岐阜県 - 清流の国ぎふ健康経営推進事業

愛知県 - 「愛知県健康経営推進企業」の登録制度

愛知県 - 「あいち健康経営アワード」の表彰制度

愛知県 大府市 企業チャレンジ

愛知県 津島市 企業の健康宣言Wチャレンジ

愛知県 刈谷市 かりや健康づくりチャレンジ宣言

愛知県 蒲郡市 蒲郡市健康づくり推進優良事業所表彰式

愛知県 豊田市 はたらく人がイキイキ輝く事業所表彰
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自治体における健康経営等顕彰制度に関する調査結果②

⚫ 健康経営等顕彰制度の一覧は下記のとおり。

都道府県 市町村 健康経営等顕彰制度名称

愛知県 東海市 健康づくり推進優良事業所

三重県 -
三重県「たばこの煙のない環境づくり推進事業者」
「健康づくり推進事業者」促進事業

滋賀県 - 健康寿命延伸プロジェクト表彰事業

京都府 - きょうと健康づくり実践企業認証制度

大阪府 - 大阪府健康づくりアワード（企業等の部門）

大阪府 枚方市 ひらかた健康優良企業

兵庫県 - 兵庫県健康づくりチャレンジ企業アワード

奈良県 - 健康づくりの取組に対する知事表彰

和歌山県 - わかやま健康推進事業所 認定制度

鳥取県 - 健康経営マイレージ事業

島根県 - しまね☆まめなカンパニー事業

島根県 松江市 健康まつえ応援団

岡山県 - おかやま健康づくりアワード

岡山県 岡山市 岡山市健康経営・ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ推進事業者表彰制度

山口県 - やまぐち健康経営企業認定制度

山口県 宇部市 宇部市健康づくりパートナー認定制度

香川県 - 働き盛りの健康づくり支援事業「事業所まるごと健康宣言」

徳島県 - 健康づくり推進活動功労者表彰（企業部門）

高知県 - 職場の健康づくりチャレンジ表彰（安芸地区健康づくり推進協議会）

福岡県 - ふくおか健康づくり団体・事業所宣言

福岡県 北九州市 北九州市健康づくり活動表彰

大分県 - 大分県優秀健康経営事業所顕彰

都道府県 市町村 健康経営等顕彰制度名称

佐賀県 - 「さが健康企業宣言」優良企業認定制度

宮崎県 - 健康長寿推進企業等知事表彰

熊本県 - 熊本県健康経営優良事業所認定

熊本県 - 熊本県健康づくり県民会議表彰

鹿児島県 - かごしま「働き方改革」推進企業認定制度

鹿児島県 鹿児島市 鹿児島市健康づくりパートナー登録制度

沖縄県 - 沖縄県健康づくり表彰（がんじゅうさびら表彰）

沖縄県 那覇市 職場が主体的に取り組む健康づくり実践支援事業

※一部の顕彰制度は掲載していない
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自治体における健康経営等顕彰制度に関する調査結果（制度創設時期）

⚫ 自治体における健康経営や健康づくりに関する顕彰制度は直近１～２年に約半数が創設されている。
⚫ 特に平成30年度に入ってから24の顕彰制度（うち16が健康経営を顕彰する制度）が創設されており、

近年の地方自治体による健康経営の普及促進が伺える。

顕彰制度の内訳と制度創設時期（単一回答、n=75※）
顕彰制度を始めた理由

• 市内の事業所のうち９９％が中小企業を占めているため、働
き世代の健康づくり、労働人材の確保、経済の活性化等を目
的に、健康経営に積極的に取り組む事業所を認証する制度
を設立した。

• 当市は早世率が高率となっており、働き盛り世代の生活習慣
病がその一因と考えられることから、働き盛り世代が１日の大
半を過ごす職場において、健康づくり活動を始めるきっかけなる
よう実施している。

• 職場の従業員の健康づくりに積極的に取り組み、その成果をあ
げている優れた企業を表彰することにより、健康づくりへの取組
みの普及啓発や意識の醸成を図り、働く世代の生活習慣病
予防を目的としている。

• 協会けんぽと職域の健康づくりを推進に係る協定を締結した際
に、連携事業として顕彰制度を開始した。

• 本市では健康づくり推進に係る条例を策定し、関係機関・団
体・事業者等と協働、連携して取組を推進しており、その一環
として、市民や地域住民、事業所で働く人の健康度を高める
優れた取組を行う団体及び事業所を認定する制度を創設した。

※顕彰制度別に集計。同一自治体内であっても複数の顕彰制度を設置している場合、別の回答として集計。
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自治体における健康経営等顕彰制度に関する調査結果（外部機関との連携）

⚫ 健康経営等の顕彰制度実施にあたり、多くの自治体が外部の関係機関と連携している。
⚫ 特に保険者（協会けんぽ、健康保険組合連合会 等）や商工会議所との連携が多数を占めており、

他にも医師会や保険会社、金融機関等、多様な主体との連携が行われている。

顕彰制度運営にて連携する外部機関（複数回答、n=75※）
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（地銀・信金・信組等）

信用保証協会

その他

青森県 「青森県健康経営認定制度」

県医師会健やか力推進センター研修等修了者を健康づくり担当
者として定めるなどの健康管理体制の構築を、認定の必須要件
としている。

茨城県 「いばらき健康経営推進事業所」

協会けんぽの「健康づくり宣言事業所」の認定と一体的に県の認
定申請ができるよう制度設計から連携を図っている。
また、経営者協会、商工会議所、商工会、中小企業団体連合
会、健保連、協会けんぽと連携協定を締結し、認定制度の普及
啓発、事業所支援等に取り組んでいる。

横浜市 「横浜健康経営認証制度」

協会けんぽや商工会議所に、認証の審査を行う委員会の委員
を務めていただいている。また、健康経営推進等に関する協定書
を締結する民間企業に、連携の取組の一つとして、認証制度の
周知・啓発にご協力していただいている。

静岡県 「ふじのくに健康づくり推進事業所宣言」

事業所宣言や、健康づくり活動に関する知事褒賞について、保
険者や商工会議所、関連財団法人、県と協定を締結している
損害保険会社に周知の協力をしていただいている。

※顕彰制度別に集計。同一自治体内であっても複数の顕彰制度を設置している場合、別の回答として集計。 39



自治体における健康経営等顕彰制度に関する調査結果（インセンティブ）

⚫ 健康経営等顕彰制度に参加する企業等への支援（インセインティブ）としては、法人名称や取組内容
の広報が多い。

⚫ 特徴的な事例としては、入札における加点評価、ハローワークとの連携、県が実施する企業就職説明
会への優先参加等が実施されている。

顕彰制度に参加する企業への支援内容（複数回答、n=75※） 新潟市「新潟市健康経営認定制度」

建設工事入札参加資格審査申請の格付け決定において、総合評点の主観

点を加点するほか、業務委託契約等のプロポーザル方式による業者選定を行

う際に、選定基準・評価項目を追加し、加点している。

愛知県刈谷市「かりや健康づくりチャレンジ宣言」

認定事業所には認定証を交付しているほか、市及び協会けんぽのホームペー

ジにおいて事業所名を公表している。また、市より健康情報等の提供や啓発

資材等の配布を行っているほか、希望のある認定事業所には、こころの健康づ

くりやメタボ予防等の健康教育を実施している。

岡山市「岡山市健康経営・ワークライフバランス推進事業者表彰制度」

（通称：岡山市White＋（ホワイトプラス）企業表彰）

受賞企業はもちろん、受賞に至らなくとも優秀な取組をしていると認められた企

業においても市のホームページや広報誌において企業名称及び取組内容を掲

載している。加えて、受賞企業においては、市が発行する主に新規学卒者を

対象とする企業情報冊子に受賞した旨を掲載している。

大分県「大分県優秀健康経営事業所顕彰」

県の中小企業融資制度における融資利率や保証料率を優遇しているほか、
ハローワークの求人票に認定事業所である旨の記載を可能としている。また、
保健所主催の健康増進事業を活用し、希望事業所への訪問指導等を行っ
ている。

※顕彰制度別に集計。同一自治体内であっても複数の顕彰制度を設置している場合、別の回答として集計。
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健康経営を支える商品・サービス企業

今後の民間連携に対する期待（中小企業の健康経営）
⚫ 他方、中小企業においては、これまでと同様に企業と保険者とのコラボヘルスを中心に、健康宣言

事業などを通じた情報やノウハウが企業に共有されることが期待される。
⚫ 特に、保険者と自治体や地域の経済団体、医療関係者、金融機関などが地域の健康経営の普

及に向けた連携を図っていくことが、健康経営の実践を促し、各地に展開していくうえで重要。
⚫ 既に保険者と関連団体・企業などとの連携が自主的に進んでいる地域もあるが、経済産業省として

も既存の連携などの事例を整理し、保険者や自治体等へ提供するとともに、地域版次世代ヘルス
ケア産業協議会の枠組みを活用した各地域内での連携の促進や厚労省において検討されている
地域職域連携の取組との連携などを進めていく。
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地域・職域連携推進ガイドライン改訂について

【これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会構成員】

藍 真澄 東京医科歯科大学医学部附属病院保険医療管理部
教授

漆原 肇 日本労働組合総連合会総合労働局 雇用対策局長
焔硝岩 政樹 岡山県備北保健所備北保健課 副参事
小玉 弘之 公益社団法人日本医師会 常任理事
小松原 祐介 健康保険組合連合会 保健部長
齋藤 順子 宇都宮市保健福祉部保健福祉総務課保健福祉相談

担当（中央部） 副主幹
白井 桂子 全日本自治団体労働組合中央執行委員総合労働局

法対労安局長
武林 亨 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学 教授
巽 あさみ 国立大学法人浜松医科大学医学部地域看護学講座

公衆衛生看護学 教授
◎津下 一代 あいち健康の森健康科学総合センター センター長

鶴岡 雄二 日本商工会議所企画調査部 課長
藤内 修二 大分県福祉保健部 参事監 兼 健康づくり支援課長
古井 祐司 東京大学政策ビジョン研究センターデータヘルス研究ユ

ニット 特任教授
松岡 正樹 公益社団法人国民健康保険中央会 審議役
松下 敏幸 全国健康保険協会保健部 部長
真鍋 憲幸 三菱ケミカル株式会社人事部 全社統括産業医
矢内 美雪 キヤノン株式会社人事本部安全衛生部 副部長
渡辺 哲 神奈川産業保健総合支援センター 所長

◎座長 （五十音順・敬称略）

健康寿命の延伸及び生活の質の向上のためには、地域保健と職域保健が連携し、継続的かつ包括的な保健事業を展開していくことが不可欠であり、厚生
労働省においては、平成11年度より生活習慣病予防を目的として地域保健と職域保健の連携の在り方について検討してきた。平成17年３月に、モデル事業
の実施とその評価を踏まえ、「地域・職域連携推進事業ガイドライン」を提示し、都道府県等における地域・職域連携推進協議会の設置及び連携事業を推進
してきた。また、平成19年３月には、医療制度改革を踏まえたガイドラインの改訂を行い、都道府県等で活用されている。
近年、健康課題は複雑・多様化していることに加え、時代によって変化する価値観や社会情勢、テクノロジーの発展等を踏まえ、地域保健と職域保健の更な

る連携が必要であることから、「これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会」を開催し、現状を踏まえたガイドラインの改訂も含め、平成31年3月～
令和元年8月にかけて検討を行った。
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Ⅰ 地域・職域連携の基本的理念
１ 地域・職域連携の取組の背景と今後の目指すべき方向性
１）健康日本21（第二次）中間評価結果を踏まえた取組の推進
２）保険者における取組の推進
３）職域における取組の推進
近年、従業員の健康増進を重要な経営課題と捉え、企業が成長する上で積極的に従業員の

健康に投資する「健康経営」が広まり、事業者による従業員の健康づくりに取り組む機運が高まっ
てきた。これらの動きは、「コラボヘルス」として保険者と事業者の職域内での連携強化が推進された
ことにより、従業員等の健康づくりは相乗的に推進され、職域における保健事業の質・量は向上さ
れてきている。
日本健康会議が認定する健康経営優良法人の認定法人数は年々増えており、特に近年地方

の中小企業の取組が増加している。中小企業の中には健康経営についての関心を持つものの、
資金面や人材不足等の課題によって取り組めていない企業も多く、全国健康保険協会等保険
者や自治体、地域の医療関連団体、地域の経済団体、地域の金融機関等が協力し、地方の
中小企業の健康経営をサポートする仕組みが求められる。
加えて、平成27 年度にストレスチェック制度が労働者数50 人以上の事業場に義務づけられた。

翌年には「働き方改革」の議論が本格化し、平成31 年から働き方改革関連法が順次施行され、
労働時間の上限規制等が導入される等、被雇用者を取り巻く環境は大きく変化している。
一方、女性や高齢の労働者が増加しつつあり、それぞれの特性に応じた保健事業を受けられるよ

う周知等の協力が求められている。
このような背景の中で、健康づくりの取組をさらに推進するためには、地域保健と職域保健がこ

れまで蓄積した方策を互いに提供し合い、連携した対策を地域の実情を踏まえて取り組むこと
が不可欠であると言える。
地域保健と職域保健における連携を通じて、それぞれの機関が実施している健康教育や健康

相談、健康に関する情報等を共有し、在勤者や在住者の違いによらず、より効果的、効率的な
保健事業を展開する必要がある。そのためには、地域・職域連携推進協議会で、課題を明確に
し、PDCA サイクルを展開していくことが必要である。

地域・職域連携推進ガイドライン改訂（案）抜粋



【参照先】

○「健康経営」について

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/heal
thcare/kenko_keiei.html

○「健康経営銘柄」について

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/heal
thcare/kenko_meigara.html

○「健康経営優良法人」について

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/heal
thcare/kenkoukeiei_yuryouhouzin.html

○「健康経営度調査」について

http://www.meti.go.jp//policy/mono_info_service/hea
lthcare/kenkoukeieido-chousa.html

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenko_keiei.html
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenko_meigara.html
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkoukeiei_yuryouhouzin.html
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenkoukeieido-chousa.html


ご清聴ありがとうございました
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